対日投資アドバイザー委託業務（韓国）
仕様書

１．対日投資アドバイザー委託業務の内容

（1）関心企業への情報提供

日本へ子会社、研究開発拠点、製造工場等の設立を計画している以下の条件を満たした韓国企業に対し、無償にて対日投資進出のための基本情報、許認可手続き、税務諸制度（税制、会計、労働VISA）等について情報提供を行う。

（2）新規案件の発掘およびジェトロサービス申請書の提出　
その支援を行うためにはジェトロ本部の認定手続きが必要なことから、所定のフォーマットに沿った
「ジェトロ認定案件の登録申請書」（以下、「案件カード」という。別添①）をソウル事務所に提出する。

２．ジェトロサービスの支援対象企業の条件

（1）ネガティブチェック事項　

1 韓国企業法人であり、個人事業主または個人出資でないこと

2 韓国において企業実態があること
（例：設立1年以上、企業website、対日ビジネス活動実績等ビジネス活動拠点が存在していること）
3 対日投資を行う上での資金力に懸念がない
4 韓国の拠点を閉鎖しない

5 日本に総代理店及びそれに準ずるパートナー企業（総代理店的役割を担っていると思われる企業も含む）が存在する場合、当該パートナー企業と紛争を抱えていない
6 具体的な対日投資計画の存在

7 社内における対日投資ビジネス責任者の承認

8 違法ビジネス、公序良俗に反するビジネス、日本の安全・秩序を損なう恐れのあるビジネスを行っていない（計画も含む）
9 ジェトロが支援する対象として適当ではないビジネス分野ではない
10 諸外国において営業不許可、買収不許可、政府調達先からの除外などビジネスの差止め・制限を受けていない
11 外国企業の経営者あるいは対日ビジネス責任者のビジネス経験が信頼に足るものであり、ビジネスマナーにも問題がない
12 企業の担当者が企業の役職員である（または企業から正式にアサインされた者である）
13 次の分野において日本企業の買収を意図する案件：輸出管理対象品の製造、公益事業（電気、水道、放送など）、製薬・警備、自由化保留業種（農水産業、皮革など）、重点産業関連（IoT、AI、ロボットなど成長戦略で取上げられている産業分野
（2）ポジティブチェック事項
1 高い付加価値を創出する可能性があり、著しい新規性を有する新技術等を用いた事業（生産性向上特別措置法に基づく規制のサンドボックス制度を活用するものを含む。「著しい新規性を有する新技術等」とは、当該分野において通常用いられている技術や手法と比して新規性を有するものを指す。）並びに生産性向上へ貢献する事業。
2 日本国内のイノベーション環境の向上に貢献する事業
—ポジティブリストのキーワードに合致する
：テック系（AI、フィンテック等、製造業（IoT、IR4.0、ドローン、宇宙等）、ライフサイエンス（バイオ医薬、医療機器等）、再生エネルギー（洋上風力等）、インフラ他
－競合企業（国内外）がいない、あるいは競合に比して優位性がある
－技術の「先端性」「先進性」、製品・サービス・ビジネスモデルの「新規性」がある
－日本の生産性向上に寄与する
－有力VCによる出資、有力アクセラレータの支援を受けている
－イノベーションに関連する受賞歴がある、日本で展開しようとするビジネスに係る特許を取得しているなど
－国内大学、研究機関、企業との連携・提携に係る調整が進んでいる

3 地域経済活性化に資する事業（東京都以外における事業）
－地方自治体が策定する地域の特色をいかした誘致戦略（政府及び日本貿易振興機構がその策定等を支援するもの）に基づいた事業である
－多くの地域が抱える社会課題の解決に繋がる事業である
３．ジェトロの支援メニュー
（1） IBSC（Invest Japan Business Support Center）施設利用

（2） 税務・社会保険・労務・登記・査証・法務に関する専門家によるコンサルテーション

（3） 市場・規制情報提供（マーケットレポート、ニュースレターの提供）
（4） 弁護士・人材派遣会社・不動産会社・金融機関・物流業者等の紹介、面会アレンジ

（5） ジェトロ主催及び外部イベントへの参加機会提供
（6） 中央省庁（ホットライン、規制改革要望、レギュラトリーサンドボックス）、地方自治体へのつなぎ
（7） 個別ビジネスマッチング支援（ビジネスパートナー候補企業探し、面談アレンジ）
（8） ジェトロサイトへのPR支援（記事作成、メディア紹介）
（9） コワーキングスペースでの在留資格「経営・管理」取得支援
４．フォローアップおよび成功認定までの支援

（1）既存ジェトロ登録案件企業等ジェトロソウル事務所が指定した韓国企業に対するフォローアップ。
（2）フォローアップとは、原則企業訪問を行い（場合によっては電話対応も可能）対日投資計画の進捗状況をヒアリングし、必要に応じてアドバイスなどを行うもの。
５．成果報酬（報酬金額および支払認定条件）

（1） 新規案件発掘及びジェトロサービス申請企業をジェトロ本部が新規案件で認定する場合

：1件当たり99万ウォン（税込み）
- 所定の案件認定申請書（ジェトロ認定案件の登録申請書（別添①）及び関連書類）を提出してもらい、ジェトロ本部が新規案件で認定する場合。

（2） ジェトロの既存認定案件企業へのフォローアップ実施後、ジェトロ本部が投資プロジェクト支援案件に認定する場合
：1件当たり99万ウォン（税込み）
（3） 対日投資セミナー開催の場合、対日投資進出有望企業の参加誘導

：1社当たり55,000ウォン（税込み）
· 対日投資アドバイザーの勧誘及び広報活動（メール、電話、訪問など）を通じて、当日セミナー
に参加した場合。

（4） 成功認定報酬
：198万ウォン（税込み）
· 当該企業が日本にて登記簿謄本等の会社設立の一切の手続きが完了し、企業固有の活動が存在して実績認定が認定され、ジェトロ東京本部より成功案件として認定された場合。

6．その他

（1） 韓国国内の業務出張の可能性があるが旅費は自己負担

（2） 業務委託担当国・地域は韓国（必要に応じて日本国）

（3） 使用言語：仕様書１．にて定めた業務は韓国語または日本語で行う。
（4） 名刺の使用：本件業務従事者は「日本貿易振興機構（ジェトロ）ソウル事務所・対日投資アドバイザー」の名刺を使用することができる。ただし、本件業務遂行上必要がある場合のほか、この名刺を使用してはならない。また、本件業務終了後、ただちに名刺をジェトロに返還すること。
（5） ジェトロセミナー開催に係る参加者募集活動及び相談対応の支援。
（6） 乙は甲を代理とし契約を締結するなどの、如何なる法律的行為を行う権限を有していない。

以上
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